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投稿（研究ノート）

育児支援は子ども数を増やすか？失業を考慮したアプローチ

池　田　亮　一

Ⅰ　はじめに

　昨今の少子高齢化によって，少子化対策の必要
性が叫ばれている。内閣府（2011）によれば，出
生数は第一次ベビーブームの270万人をピークに
平成3年以降ゆるやかに減少し，2010年（平成22年）
は約107万人となっている。合計特殊出生率は，
1989年（平成元年）には1966年（昭和41年：丙午）
のそれを下回る1.57を記録し，2003年（平成15年）
には，「超少子化国」の基準である1.3を下回り，
多少回復したとはいえ2010年（平成22年）の合計
特殊出生率は1.39である1）。
　経済学においても，出生を内生化したモデルが
多数ある。年金や税制が出生率にどのような影響
をもたらすかは，確かに興味深い。たとえば，海
外 の 論 文 で は，Eckstein and Wolpin（1985）, 
Becker and Barro（1988），Becker and Barro（1989）
の研究をはじめ，最適な人口成長率とそれを実現
するための児童手当を導出したvan Groezen et al. 
（2003）などがある2）。本稿に関連する国内の先
行研究だけでも，たとえば，加藤（2001），小塩
（2001），安岡（2006）（2007）などがあげられる。
　これら先行研究は，すべて完全雇用が前提とさ
れている。シンプルなモデル構成により，税制や
年金制度と出生率の関係を導出したこれら先行研
究は賞賛されるべきである。
　しかし，現実には失業がある。失業は，それ自
体大きな社会問題となりうるし，失業者は結婚や
育児の機会にもあまり恵まれないので，人口問題
を考えるときにも大きな問題となりうる。Ahn 

and Mira（2002）によれば，失業には所得効果が
あり，子ども数にマイナス効果をもたらすと論じ
ている。実際，Ahn and Mira（2002）においては，
スペイン，イタリア，ギリシャ，アイルランドにおい
て失業率と出生率の負の相関を見出している3）。
さ ら に，Daveri and Tabellini （2000） やDemmel 
and Keuschnigg（2000）によると，所得税の増税
は失業を増大させる。育児支援の財源が所得税方
式なら，それも失業をもたらす。Ahn and Mira
（2002）が主張するように，失業の増加が出生率
にマイナスの効果を及ぼすとすれば，育児支援に
よって失業が増加し，結果として逆に人口が減少
してしまう可能性があるのである4）。育児支援の
失業率に及ぼす影響まで考慮した政策分析を行う
ことは，日本の少子化対策に必要不可欠であるし，
それ以上に市民が安心して暮らせる社会を作るた
めの一助となる。
　失業が存在するメカニズムであるが，本稿では，
Fanti and Gori（2007a），池田（2011b）で用いら
れた労働組合賃金交渉モデルを用いる。日本では
労働組合の組織率が18.5パーセント（平成22年度
労働組合基礎調査による）と低いとはいえ，日本
では労働組合による賃金交渉が認められており，
実際に労働組合の要求を受け入れた賃上げが行わ
れている。また，この賃上げは，労働組合を持た
ない企業にも間接的に影響を与えていると考えら
れる。さらに，民間企業の賃金を参考にして公務
員等の給与も決定されることを考えると，労働組
合は日本においても賃金交渉に一定の影響を及ぼ
していると考えられる5）。労働組合の提示する賃
金は，完全雇用時の賃金より高いので，失業が発
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生することとなる。
　以上より，本稿では失業の存在する労働組合賃
金交渉モデルを用いて，失業が存在するモデルに
より，育児支援の経済効果（子ども数，雇用率，
資本ストック）を分析する。その際，今まで論じ
られてこなかった，育児支援が失業にもたらす効
果，失業が子ども数にもたらす効果を論じる6）。
　失業の存在する労働組合賃金交渉モデルで出生
率の分析を行った数少ない先行研究として，
Fanti and Gori（2007a），池田（2011b）があげら
れる。本稿では，Fanti and Gori（2007a）のモデ
ルに育児支援を導入する。
　失業であるが，すべて同じタイプの代表的個人
が， パーセントの労働時間雇用され， パー
セントの時間失業しているという仮定を置いた。
Daveri and Keuschnigg（2000）, pp.24-25や，
Daveri and Tabellini（2000），池田（2011b）では，
若年期のすべての期間雇用されている個人と，若
年期のすべての期間失業している個人の2タイプ
存在するという仮定を用いているが，現実の日本
経済と若年期（2期間世代重複モデルでは30年と
考えるのが普通である）を考えると， パーセン
トの労働時間雇用され， パーセントの時間
（これは求職期間，転職期間と考えられるであろ
う）失業していると考えるほうが，より現実にあっ
ているかもしれない。ゆえに，本稿ではFanti and 
Gori（2007a）のすべて同じタイプの代表的個人が，

パーセントの労働時間雇用され， パーセ
ントの時間失業しているという仮定を採用した。
　本稿の分析結果として，以下のことが明らかに
なった7）。
　まず，育児支援税の増加は，失業率を上昇させ，
資本ストックを減少させる。このとき，今まで論
じられてこなかった点として，雇用率の減少すな
わち失業の増加は，子ども数を減少させる効果を
持ち，Ahn and Mira（2002）に述べられていた，
失業と子ども数の負の相関関係が示される。育児
支援税は失業を通した子ども数へのマイナス効果
が存在することが，本稿において新たに示される。
また，育児支援税の導入で経済全体の子ども数が
増加するのは，家計の子どもへの選好パラメータ

がある一定値以下であるときのみであることを
示す。さらに，その条件下でも，税率 がある水
準以上であれば，育児支援税の増加（すなわち育
児支援の増加）によって子ども数が，逆に減少し
てしまうことを示す。これは，小塩（2001）や
Fanti and Gori（2007b） において論じられた資本
ストックを通したマイナス効果と，本稿によって
新たに確認された，育児支援税の失業を通した子
ども数へのマイナス効果が合わさったものであ
り，ここに本稿の最大の貢献がある。本研究と最
も関連する論文としてFanti and Gori（2012）が
挙げられる。本研究とは異なり，彼らは小国開放
経済の仮定を用い，資本ストックが外生であるこ
とを前提とする部分均衡モデルである。得られた
結果は本稿と類似するが，その源泉が異なる。彼
らの論文では資本ストックが外生であり，資本ス
トックの変化が出生率に及ぼす影響は考慮されて
いない。その一方で，本研究では育児支援（税制）
が資本ストックの変化を通して賃金に及ぼす影響
（後述のマルサス人口効果①）が，結論に大きな
影響を及ぼしている。

Ⅱ　モデルの記述

　1　家計
　代表的個人は，効用を最大化する。被用者は，
若年期と老年期の2期間生存し，若年期にのみ
労働し，老年期においては若年期に行った貯
蓄を消費する。若年期の消費 ，老年期の消
費 及び被用者一人当たりの子ども数 から
効用を得る8）。変数右下の は，特に指定しな
い限り 期という意味である。なお， ，
及 び は 選 好 パ ラ メ ー タ で あ る。 こ こ で，

を仮定しよう。子ど
も数から効用を得るというアイデアは，加藤
（2001），小塩（2001）など，一般に広く用いら
れている。育児には，コスト がかかるも
のとする。 は固定コスト（定数）， は本
稿の分析の対象となる育児手当である。 は一括
税である。 は育児支援税（外生変数）である。

は賃金， は失業給付， は利子率， は貯蓄，
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は雇用率である。なお，家計は1単位の労働時
間を所有し， 単位の期間雇用され，
単位の時間失業している。雇用されている 単位
の時間に対する税引き賃金 と，失業し
ている 単位時間の失業給付 の和が可
処分所得である。これから一括税 を引き，これを
若年期の消費 と子ども数 に当てる9）。残りを
貯蓄 として貯蓄し，老年期に利子つきで戻って
くる貯蓄 を，老年期の消費 に当てる。
　効用最大化問題を，

（1）
と定義する10）。後述のとおり，育児支援税と失業
給付は独立会計とする。これを解くと，

 （2）

が求められる。子ども数が正であるために，本稿
では を仮定する。

　2　企業
　企業は，利潤最大化問題

を解く。 は生産技術パラメータ， は資本ストッ
ク， は 期の若年期の人口， は雇用率， は
資本分配率 である。また， は利子率，

は賃金である。資本は1期間のみで完全減耗す
るとする。これを 期の若年期の人口 で割って，

 （3）

を解いても同値である。 は経済全体の一人当た

り平均資本ストックである。（3）式を経済全体の
一人当たり資本ストック と雇用率 について最
大化すると，

 （4）

となる。

　3　労働組合
　労働組合は，雇用率 が賃金 の関数であるこ
とを踏まえつつ，代表的個人の期待収入を最大化
する。 は賃金， は雇用率，また は育児支援
税， は失業給付， は一括税とすると，

 （5）

を，賃金 について最大化することになる。ここ
で，労働組合は，失業給付 および一括税 に関
しては近視眼的で，労働組合の期待収入最大化が，
失業給付 および一括税 の額に影響を及ぼさな
いと考えていると仮定する11）。
　また，（4）式から，労働 の需要関数が，賃金

の関数として

と求められる12）。期待収入最大化の結果，

が求められる。ここで提示される賃金 は，完全
雇用時の賃金より高くなるので，この経済には失
業が存在する。後述するが，失業給付 は，

，すなわち一人当たり生産に一定割
合 を 掛 け た も の と す る。

と書き換えられることか

ら， が失業給付の所得代替率と考えるとわ

かりやすい。ここで， を仮定する13）。
これを代入すると，
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 （6）

が求められる14）。

　4　政府
　政府は，失業給付と育児支援を行う。育児支援
は独立採算とする15）。
　（1）失業給付
　 は一括税， は一人当たり失業給付， は雇
用率， は 期の若年期の人口である。一人当た
り失業給付 は，一人当たり生産 の一定割
合， を満たすものとする。すなわち，

である。政府の予算式は，

を満たす。これを 期の若年の人口 で割って，

 （7）

としても，同じである。比較静学の簡単のため，
本稿においては を一定（外生変数）と仮定する
と，（7）式を満たすように が内生的に決定され
る16）。
　（2）育児支援税
　 （本稿においては外生変数， ）は育
児支援税率， は育児支援給付額， は賃金，
は雇用率， は被用者一人当たりの子ども数とす
ると，政府の予算均衡式は，

 （8）

を満たす。両辺を 期の若年期の人口 で割って，
としてもよい。 の値により，（8）式

を満たすように が内生的に求められる17）。
　（7）式と（8）式を用いて， の式から と
を消去すると，

 （9）

となる。

　5　均衡
　 期の若年の人口 は， 期の若年の人口

に，人口一人当たり子ども数 を掛けたもので
ある18）。
　　　　
　 期の資本ストック と経済全体の 期の
貯蓄 の関係は，
　　　　
を満たす。 期の経済全体の貯蓄 は，一人当た
り貯蓄 に，人口 が掛かったもの，すなわち

となる。経済全体の資本ストック は， 

を満たす。両

辺を で割ると， となる。 は，
期の一人当たり資本ストックである。

Ⅲ　分析

　 と，（2），（7） 〜（9） 式 よ り， と
の遷移方程式は，

 （10）

となる。
　以後，定常状態に分析を絞る。簡単のため，特
に必要のない場合は，変数の右下の添え字
は記載しない。

　1　失業率と資本ストックへの効果
　定常状態の雇用率 および一人当たり資本ス
トック は，

である。これを育児支援税 ，失業給付の給付率
で微分すると，
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がいえる。育児支援税 ，失業給付の給付率 が

増加すると，労働組合は，可処分所得が少なくな
るので，より高い賃金を賃金交渉で要求するよう
になる。そうすると，高い賃金のもとで，企業の
労働者雇用意欲が減少し，雇用率が減少するので
ある。また一人当たり資本ストックも減少させる。
ただし，失業給付の給付率 を増加させると，
の増加による雇用率 の減少により，家計の可処
分所得は減少し，効用最大化の結果，貯蓄 を減
少させるが，効用最大化の結果子ども数 をも同
じ程度減少させる。ゆえに，人口一人当たりでみ
た資本ストック は，変化しないことに注意され
たい19）。

　移行動学についても見てみよう。（10）式より，
育児支援税 が， 期に から に上昇しても，

期には，もとの定常点 から新たな定常点
に収束することが分かる。図1を参照されたい。
　さらに，失業給付と賃金の関係についても見て
みよう。
補題1　 ， のとき，失業給付 は，税
込み賃金 より少ない。
証明

　　

　　

となり，最後の式は ， であれば正であ
る。□
　この命題は直感的にも明らかである。もし失業
給付のほうが賃金よりも高いならば，だれも働か

図1　一人当たり資本ストック の位相図と移行動学
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ないであろう。ただし，この結論には，育児と勤
労時間の代替的な時間制約を考慮に入れていない
ことには注意されたい。

　2　子ども数への効果
　まず，被用者の一人当たり子ども数 について
分析しよう。

なので，

（11）
となる。直接効果は，育児支援の増加により育児
支援コストが減少する効果なので，子ども数にプ
ラスに働く。第2項と第3項は，賃金を介した効果
であり，Fanti and Gori（2007b）によって，「マ
ルサス人口効果」と名づけられたものである。育
児支援税の増加は資本ストックを減少させ，これ
は賃金を減少させるので，子ども数にマイナスに
働く。同時に，育児支援税により雇用率が減少す
ると，労働者が少なくなるので賃金は増加し，こ
れは子ども数にプラスに働く。第4項は，雇用の
減少が（賃金を介さずに）直接もたらす雇用率効
果である。育児支援税は失業を増やすので，所得
を減少させ，子ども数を減少させる効果を有する
ことが，ここからわかった。
　前述のマルサス人口効果②と雇用率効果（とも
に雇用率 の変化を介した効果）のどちらが支配
的かを確認しよう。子ども数 は，

　　　　  （12）

とも表せることに注意しよう。これを雇用率 で
微分することで，次の命題が導かれる。
命題1　雇用率 の減少すなわち失業の増加は，
子ども数 を減少させる。
証明

より，雇用

率 が減少すれば，すなわち失業が増加すれば，
子ども数は減少する。□
　Ahn and Mira（2002）によって示された，失業
と子ども数の負の相関が，ここで示されたことに
なる。これは，完全雇用を前提としてきたFanti 
and Gori（2007b）や小塩（2003）においては，
論じられてこなかった点である。これを示すため，
子ども数を表す（12）式ではなく（9）式を雇用
率 で微分しよう。

　実は，雇用率が減少すると，Ahn and Mira（2002）
の示す所得効果（所得の減少による出生率へのマ
イナス効果。（11）式では雇用率効果に対応）と
ともに，労働の減少によって賃金が上昇する（企
業の）代替効果（（11）式ではマルサス人口効果
②に対応）が存在し，これは出生率にとってプラ
スに働く。しかし，どちらが支配的かというと，
コブ＝ダグラス型生産関数と の，本稿の
仮定の下では，先ほど見た命題のとおり，Ahn 
and Mira（2002）のいう所得効果が支配的となり，
これらの仮定の下では，雇用率の減少によって出
生率は減少するのである。
　さらに， を育児支援税 などの外生変数のみ
で表すと，

・

（13）
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となる。 は，

育児支援税に関する微分に関係ないパラメータで
ある。これを育児支援税 で微分する。
　育児支援税の増加によって，経済全体の子ども
数が増えるかどうかは，家計の子どもへの選好パ
ラメータ と，企業の技術パラメータ に依存す
る。まず，育児支援税が導入されていない状態
（ ）を想定し，そこから新たに育児支援税
を導入した（ はゼロに近い正）として，子ども
数が増えるかどうかを検討する。
命題2　家計の子どもへの選好パラメータ と，

企業の技術パラメータ が を満たす

とき，育児支援税 の導入で子ども数が増加する。
式を満たさない時，育児支援税 の導入で

子ども数が減少する。
証明

となる。

を について解くと，

　　　　　　　  （14）

のとき，育児支援税の導入によって子ども数が増
大する。□
　育児支援税の導入は，育児コストを減少させる
ので子ども数の増加要因となる反面，資本ストッ
ク，雇用率の両方を減少させる。資本ストックの
減少は賃金を低下させるので，子ども数に対して
マイナスの影響を与える。命題4で見たとおり，
雇用率の減少すなわち失業の増加は，可処分所得
の減少を通した所得効果が支配的になるので，こ
れも子ども数に対してマイナスの影響を与える。
　生産関数の資本ストックに関するパラメータ，
あるいは子ども数に関する選好パラメータが十分
に低いとき，育児支援税の導入は子ども数を増や

すのである。子ども数の選好パラメータが低いと
きに，育児支援税の導入で子ども数が増加するの
は意外かもしれない。子どもに関する選好パラ
メータが高いと，子ども数を増やそうとするが，
それは貯蓄の減少を意味し，この場合資本ストッ
クの減少によるマイナス効果が支配的になると考
えられる。資本分配率（生産における資本ストッ
クの影響）がある一定以上大きいと，育児支援に
おける直接効果（とマルサス人口効果②）よりも
資本ストックの減少によるマイナス効果（本稿に
おいてはマルサス人口効果①）が大きくなってし
まい，雇用率効果もあいまって，このようにパラ
ドキシカルな結果が生じる。さらに，次のことも
明らかになる。
命題3　 と が（14）式を満たすとき，育児支

援税 が であれば，

育 児 支 援 税 に よ っ て 子 ど も 数 が 増 大 す る。

を満たさないとき，育児支援税の増加

は，必ず経済全体の子ども数を減少させる。
証明

より，
（15）

のときに， となる。（15）式は，

と書き換えられ，右辺の分母は正である。

を満たす場合， を満たすときに

と な る。 む ろ ん と な る の は，

のときである。逆に， のとき

には となる。
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を満たさない場合， のとき常に（15）

式の右辺は負なので， となる。□

　命題2が成立するとき，育児支援税 の増加は，
育児支援コストの低下をもたらすので子ども数に
対して（1）プラス効果（（11）式では直接効果）
をもたらす反面，（2）資本ストック，雇用率の減
少によって子ども数にマイナス効果（（11）式で
はマルサス人口効果①および雇用率効果）をも及
ぼす。ただし，（3）雇用率低下により賃金が上昇
するので，それは子ども数にプラスの効果をもた
らす（（11）式ではマルサス人口効果②）。育児支
援税が低いうちは（1）および（3）が支配的であ
るが，育児支援税が高くなると，資本ストック，
雇用率ともに大きく減少するので，（2）のマイナ
ス効果（マルサス人口効果①および雇用率効果）
が支配的になってしまう。育児支援税がある正の
値を超えると，育児支援税 の増加によって子ど
も数が減少する。資本ストックの減少による所得
効果については，小塩（2001）などでも述べられ
ていたが，Ahn and Mira（2002）のいう，雇用率
減少による可処分所得の減少によって，育児支援
税が子ども数にマイナスの効果をもたらしうると

の結果は，本稿によって初めて示された結果であ
る。
　命題2が成立しないとき，育児支援税 がゼロ
に近いうちから，経済全体の子ども数に対するマ
イナス効果（資本ストックの減少によるマルサス
人口効果①と雇用率効果）が支配的である。これ
は，雇用率の減少やそれにともなう賃金の減少に
伴うマイナス効果が，育児コストの減少に伴う効
果（直接効果）と雇用率の減少により賃金が上昇
する効果（マルサス人口効果②）よりも大きいこ
とによるものと考えられる。このマイナス効果は，
育児支援税が高いほど大きいと考えられるので，
この場合は育児支援税の導入が，思惑とは逆に子
ども数を減少させてしまうのである。これは驚く
べき結果である20）。
　数値例を挙げておこう。小塩（2001），安岡
（2006）， 池 田（2011b） を 参 考 に， ，

， ， とした。失業給
付に関するパラメータ は， かつ に
おいて，現実の失業率に近い を導出でき
る よ う に と し た。 こ の と き 閾 値

と な る が， こ こ で は と な る
（ ）と， となる

（安岡（2006）の仮定。 ）を考える。

図2　育児支援税 と子ども数
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のときのグラフが図2の実線，
のときのグラフが図2の破線である。
　 こ の と き， の と き に は，

と な る が， そ れ に 最 も 近 い

のときに は最大値 をとり，そ
の後 は減少する。 のとき， は単調減
少である。

Ⅳ　まとめ（政策インプリケーションと今後の課題）

　以上の分析から，育児支援税の財源を所得税方
式にする場合，それは必ず雇用率を下落させるこ
とがわかった。資本ストックを減少させるので，
GDPも下落させる。つぎに，Ahn and Mira（2002）
によって実証された，失業の増加が子ども数を減
少させる効果が，本稿において初めて証明された。
さらに，育児支援税は資本ストックと雇用率を減
少させるので，育児支援税の増税で，経済全体の
子ども数は増加するとは限らず，減少する可能性
すらある。育児支援税は，過大になると子ども数
が逆に減少するので，過剰な育児支援は逆効果で
ある。育児支援税の増加には，育児支援税が失業
にもたらす影響と，失業が子ども数を減少させる
ことを考慮しなければならないことが，本稿に
よって初めて示された。
　なお，本稿の結論は，失業給付の仮定にも依存
する。仮に，失業給付 を仮定

すると，このとき雇用率 となり育児

支援税 と独立になる。このとき，（11）式のマ
ルサス人口効果②と雇用率効果（これらは全体と
しては子ども数にマイナスの効果をもたらす）が
なくなり，直接効果とマルサス人口効果①のみの，
Fanti and Gori（2007b）に類似する結果となる。
しかし，部分的には結論は変わるが，基本的なロ
ジックは変わらず，本稿の命題や結論は頑堅であ
る21）。
　最後に，本稿に残された課題について述べる。
本稿では，子ども数と密接な関連をもつ年金制度
についての分析は行っていない。また，本稿の分

析は，効用関数を特定化したものであった。単純
明快な結論を出すためにあえて効用関数を特定化
したが，効用関数を一般化するのもよい。これら
については，今後の課題である。
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注
1）少子高齢化と政策に関する議論については，た

とえば，増田（2008）などの参考文献を参照され
たい。

2）出生行動についての優れたサーベイは，高畑
（2009）があげられる。

3）ただし，ここで述べられている失業は循環的
（cyclical）なものであることには注意が必要で
ある。

4）日本においても，民主党政権によって導入され
た「子ども手当」は，所得税の扶養控除が財源で
ある。本稿の分析は所得税の控除を分析したもの
ではないので，現実を完全に捉えたものではない
にしても，ある程度は現実を捉えていると考える
ことはできる。

5）黒田・山本（2006）に，「さらに，名目賃金が
下方硬直的となる理由のひとつに労働組合の存在
をあげることもできる」とある。また，牛嶋（2004）
においては，労働組合賃金交渉をベースにした回
帰分析を行い，有意な結果が得られている。この
ことから，日本においても労働組合賃金交渉モデ
ルは，一応当てはまると考えられる。労働組合に
よる賃金の下方硬直性は失業につながるというマ
クロ経済学の常識とあわせると，日本においても，
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労働組合の賃金交渉によって失業が発生するとい
う仮説は，妥当なものと考えられる。また労働組
合賃金交渉モデルは，失業を扱う最もポピュラー
なモデルである。

6）育児支援税を導入する理由としては，簡単のた
め本稿では導入していないが，小塩（2001）で検
討されているとおり，賦課方式年金制度がある場
合（そして，賦課方式年金制度に外部性が存在す
る場合），育児支援の導入で個人の効用を高めら
れるという点にある。また，動学的非効率性が存
在する場合には，本稿のモデル設定においても，
育児支援の導入で個人の効用は高まる。本稿の分
析では，動学的非効率性の可能性を排除していな
い。大山・吉田（1999）においては，日本の資本
ストックが動学的に非効率的であった可能性を示
唆している。なお，本稿において年金制度を導入
しなかったのは，小塩（2001），安岡（2006）に
おいて，年金が導入されたモデルにおいて，育児
手当が子ども数を増やすかどうか，解析的には導
出できないとしているからである。年金をモデル
化せず，育児手当と子ども数において解析的な結
果を導出できているFanti（2007b）と比較すると，
小塩（2001），安岡（2006）において育児手当が
子ども数を増やすかどうか解析的に導出できな
かった理由は，彼らのモデルで年金制度をモデル
化していたからであると考えられる。ゆえに，本
稿では育児支援が子ども数を増やすかどうかを解
析的に導出するために，あえて年金制度をモデル
化しなかった。

7）本稿で分析するのは，Fanti and Gori（2007b）
と同様に，育児支援が単に「子ども数を増加させ
るか」である。育児支援が経済厚生を高めるとい
う意味で「最適か」については，Fanti and Gori

（2007b）がそれについて扱わなかったのと同様に，
本稿では扱わない。しかし，加藤（2003）が述べ
るように，少子化には地方の過疎化，地域コミュ
ニティの変貌，少子化によって一人っ子が増え，
子どもの社会性が損なわれる，子どもの減少が社
会の活力を低下させる，というように（効用関数
には現れない）大きなデメリットがある。これら
の大きなデメリットを回避するために，多少の効
用の減少を甘受するということも，実際の経済政
策上はありうるかもしれない。これらのことを考
えれば，経済学的に「最適」でないこともある育
児支援税と，それが子ども数を増やすかについて
分析するのは無意味ではない。

8） は，1夫婦あたりの子ども数ではない。それ
を表すためには， に2をかける必要があろう。

9）効用関数（そして，生産関数）を特定化するこ
とにより，一般性は若干損なわれるかもしれない
が，明解な解析結果を得ることができる。効用関
数を特定化することは，先行研究においても，小

塩（2001），van Groezen et al. （2003），安岡（2006），
Fanti and Gori（2007a）など，ごく普通に行われ
ている。

10）これは，所得税においては歪みが生じ，それに
より労働組合賃金交渉モデルでは失業が発生する
が，一括税は歪み（そして失業）を引き起こさな
いということを，簡単化のため仮定しているので
ある。なお，現実の失業給付は所得税方式の保険
料で賄われるが，本稿において失業給付は大きな
役割を持っていないのと，育児支援税に関する比
較静学ではっきりした結論を出すために，失業給
付の財源を，あえて一括税による（生活保護に近
い）税方式とした。失業給付が一括税によって賄
われるとの仮定は，Fanti and Gori（2007a）にお
いても用いられている。

11）これは強い仮定であるが，労働組合が近視眼的
で，失業給付や税率などマクロ経済・財政変数を
所与とし， の決定がこれらに影響を及ぼさない
と 考 え て い る と の 仮 定 は，Demmel and 
Keuschnigg（2000）,Daveri and Tabellini（2000）
において用いられている。

12）Fant i  and Gor i（2007a） が”shor t  r un 
unemployment”という文言で暗に示唆するとお
り，労働組合は，労働の需要関数（8）式において，
資本ストックが一定で変更できない，いわば短期
の 労 働 需 要 関 数 を 想 定 し て い る。Daveli and 
Tabellini（2000），Demmel and Keuschnigg（2000），
Fanti and Gori（2007a），Ono（2007）（2010） な
ども，暗黙のうちにそのような仮定をおいている
とも考えられる。この形式の労働需要関数は，上
述の通りごく普通に用いられており，この形式の
労働需要関数を用いることには，問題はないと考
えられる。また，この形式の労働需要関数を用い
ることにより，（8）式が最大値を持つ

ことが保証される。 のとき

に労働組合の期待収入は についての増加（減少）
関数であることが示せる。

13）これは， のもとで，雇用率 となる十分
条 件 で あ る。 こ の 条 件 を 満 た さ な く て も，

を満たせばよいのであるが，本

文のように仮定をおくことで，条件式に政策パラ
メータ が入らず，ディープパラメータのみの条
件となる。

14）雇用率 はパラメータ の定義に依存し，また
失業給付 の特定化，労働組合の効用関数（期待
収入関数），生産関数がコブ＝ダグラス型である
こと，さらには失業給付 （それと一括税 ）に
関して近視眼的（労働組合の選択が長期的に失業
給付 および一括税 に及ぼす影響については考
えない）にも大きく依存している。しかし，これ
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ら の 仮 定 は，Daveri and Tabellini（2000），
Demmel and Keuschnigg（2000）など，一般的に
用いられている。

15）実際にも，子ども手当（児童手当）は年金特別
会計児童手当勘定，失業給付（雇用保険）は（税
方式ではなく保険であるが）労働保険特別会計と
別勘定である。

16）日本国憲法25条には，「すべて国民は，健康で
文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」
また同2項には「国は，すべての生活部面について，
社会福祉，社会保障及び公衆衛生の向上及び増進
に努めなければならない。」とある。これを実現
するために，「健康で文化的な最低限度の生活」
に関連する正の値のパラメータ を，政策的かつ
外生的に決定し，政府の予算制約式を満たすよう
に が決定されると考えれば，この仮定も無理で
はない。比較静学が非常に簡単になるというメ
リットもある。また が定数であるとの仮定は，
Daveri and Tabellini（2000）においても用いられ
ており，Demmel and Keuschnigg（2000）におい
ても暗黙のうちに仮定されているものと考えら
れ，この仮定はごく普通に用いられている。

17）ここで，育児手当 が外生変数で育児支援税
が内生変数と仮定しても，命題1 〜命題2までは
成立し，命題3の閾値が変化するだけである。こ
の点は，匿名レフェリーの先生の指摘による。記
してこれに感謝する。

18） を， 「世代」の人口と考えてもよいだろう。
19）詳しくは，池田（2011a）を参照されたい。
20）仮に失業給付のパラメータ を減少させて，そ

れによって生じた一括税 の減少分を用いて育児
支援 を増加させ，所得税増税をしなかった場合，

の減少に伴い雇用率 が増加し，資本ストック

は より変化せず，さらに育児支援コストが

減少するので，この場合は必ず出生率は増加する
ことが予想される。マルサス人口効果①は消滅す
るが，本稿の雇用率効果（とマルサス人口効果②）
は，本文と逆方向に働くことが予想される。この
可能性を示唆してくださった匿名レフェリーの先
生に感謝する。

21）この部分の証明が必要な方は，筆者まで連絡さ
れたい。
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